東日本大震災復興緊急保証中小企業者の認定について【要領】
【認定要件】

１　法第１２８条第１項第１号（特定被災区域内の事業者）関係

　申請者が、東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律第２条第２
　項及び第３項の市町村を定める政令（平成２３年政令第１２７号）第２条第１項及び第２項の
　の指定を受けた市町村（以下「特定被災区域」という。）において震災前から継続して事業を
　行っている者であって、東日本大震災に起因して、その事業に係る当該震災の影響を受けた後
　次のいずれかに該当すること。

（イ）原則として震災の発生後の最近３か月間の売上高又は販売数量（建設業にあっては、完成

　　工事高又は受注残高。以下「売上高等」という。）が前年同期に比して１０％以上減少して
　　いること。
（ロ）原則として震災の発生後の最近１か月間の売上高等が前年同月に比して１０％以上減少し
　　ており、かつ、その後２か月間を含む３か月間の売上高等が前年同期に比して１０％以上減
　　少することが見込まれること。
２①　法第１２８条第１項第２号（特定被災区域外の事業者）関係

　申請者が、特定被災区域において事業を行っている東日本大震災発生前からの取引先事業者
　が東日本大震災に起因する店舗の閉鎖、事業活動の縮小等を実施していることにより、次のい
　ずれかに該当すること。
（イ）原則として震災の発生後の最近３か月間の売上高等が前年同期に比して１０％以上減少し
　　ていること。
（ロ）原則として震災の発生後の最近１か月間の売上高等が前年同月に比して１０％以上減少し
　　ており、かつ、その後２か月間を含む３か月間の売上高等が前年同期に比して１０％以上減
　　少することが見込まれること。
②　申請者が、東日本大震災に起因する、特定被災区域内の消費者の需要の減少、特定被災区域
　外の取引先事業者の事業活動の停止等、取引先からの契約解除等、又はイベント自粛によって
　次のいずれかに該当すること。
（イ）原則として震災の発生後の最近３か月間の売上高等が前年同期に比して１５％以上減少し

　　ていること。

（ロ）原則として震災の発生後の最近１か月間の売上高等が前年同月に比して１５％以上減少し

　　ており、かつ、その後２か月間を含む３か月間の売上高等が前年同期に比して１５％以上減

　　少することが見込まれること。

【認定に必要なもの】（書類は確認後返却いたします）
　１　申請書　２枚
　　　（申請者用と市控用　コピー可、但し印鑑はそれぞれに押してください）

　２　実印（代表者印）
　３　許認可書の写し

　４　最近３か月及び前年同期の試算表等（各月の売上高等が確認できるもの）又は最近１か月

　　の売上高の実績、及びその後２か月の実績見込みが確認できる書類

　　※申請書に記入した数値の根拠となる書類の提出が必要です。

　５　登記簿謄本（法人の場合）

　６　確定申告書の写し

　７　直近の決算書の写し

　８　代理人が提出のときは委任状

　９　理由書（特定被災区域外の事業者の場合）

　　　　　　　　　　　問い合わせ・連絡先

　　　　　　　　　　　　福生市役所　生活環境部 シティセールス推進課 産業活性化グループ

　　　　　　　　　　　　電話 042-551-1699（直通）

